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（訂正）「平成 28年 3 月期決算短信〔日本基準〕（連結）」の一部訂正について 

 

当社は、平成 28 年 5 月 16 日に開示いたしました。「平成 28年 3月期決算短信〔日本基

準〕（連結）」の一部を訂正いたしましたので、お知らせいたします。 

 

記 

 

１．訂正内容と理由 

訂正内容と理由につきましては、別途、本日（平成 30年 8月 10 日）付「平成 30 年 3 月

期有価証券報告書及び過年度の有価証券報告書等の訂正報告書の提出および過年度決算短

信等の訂正に関するお知らせ」にて開示しておりますのでご参照ください。 

 

２．訂正個所 

訂正の箇所には ＿を付して表示しております。 

なお、訂正箇所が多数に及ぶことから、上記の訂正事項については、訂正後のみ全文を

記載しております。 

以 上 
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１．経営成績・財政状態に関する分析 
（１）経営成績に関する分析 

（当期の経営成績） 

当連結会計年度におけるわが国経済は、上半期につきましては政府の各種経済政策や金融緩和を

背景に企業収益や雇用情勢が改善するなど、堅調に推移していたものの、その後中国経済の停滞に

伴う株価の低迷、円高基調等の要因により当連結会計年度末には世界経済の先行き不透明感が増加

し、国内経済についても先行き不透明な状況で推移いたしました。 

このような状況の中、当社グループは再生可能エネルギー事業を主たる事業として積極的に事業

を推進いたしました。 

省エネルギー事業、再生可能エネルギー事業ともに当初見込んでおりました案件が別案件となっ

てしまったこと等により期初計画の売上金額を下回る結果となりました。また、販管費については、

経費見直しを推進することにより前年度より大幅な圧縮を実現したものの、期初計画を下回る結果

となりました。前連結会計年度において当社子会社で請け負いました太陽光発電所建設工事につい

て、発注主の事情により中止となった案件があり、当該案件の中止に至るまでの期間における子会

社の業務に係る対価につき、発注主と合意したため受取手数料を計上いたましたが、経常損失及び

親会社株主に帰属する当期純損失を計上する結果となりました。 

 

以上の結果、当連結会計年度における売上高 1,868 百万円(前年同期比 615 百万円減、24.8％減)、

営業損失 121 百万円(前年同期比 199 百万円増、前年同期 営業損失 320 百万円)、経常損失 108 百

万円(前年同期 経常損失 352 百万円)、親会社株主に帰属する当期純損失 165 百万円(前年同期 親

会社株主に帰属する当期純損失 550 百万円)となりました。 

 

 

セグメントの業績については、次の通りであります。 

（省エネルギー関連事業） 

省エネルギー関連事業につきましては、人員を絞り込み少人数で事業を推進いたしました。期

初に計画していた案件の中で成約に至らなかったものもあり、売上は計画値には至らなかったも

のの、より利益率の高い別案件を受注することができ、売上高としては減少したものの売上総利

益は確保することができました。また、前連結会計年度に比べ大型の案件を受注することとなっ

たため、前年を大きく上回ることとなりました。以上の結果、売上高 421 百万円(前年同期比

146 百万円増 53.2％増)、セグメント利益（営業利益）は 13 百万円(前年同期 営業損失 85 百

万円)となりました。 

 

（再生可能エネルギー事業） 

再生可能エネルギー事業につきましても、期初に計画しておりました案件の中には成約に至ら

なかった案件もあったものの、より利益率の高い案件でカバーすることができ、売上は計画未達

の結果となったものの、売上総利益では計画を上回る利益を計上する結果となりました。前年と

比較すると大幅に売上は減少しておりますが、慎重な案件精査を行った結果、利益率は大きく改

善しております。この結果、売上高 1,447 百万円(前年同期比 761 百万円減 34.5％減)、セグメ

ント損失(営業損失)144 百万円(前年同期 営業損失 240 百万円)となりました。 

 

（次期の見通し） 

今後の見通しにつきましては、当社グループが事業を推進するエネルギー事業において、再生可

能エネルギーがより注目度を増すものと想定されますが、これまで当社の売上・利益の主力であっ

た太陽光発電設備の導入については、固定価格買取制度における買取価格が下がり続けている状況

であり、前期までと同様の売上・利益を計上することは困難であると考えられます。しかしながら

当社グループの新規事業として準備してまいりましたバイオマス燃料(PKS)の輸入販売事業を開始す

る予定であり、太陽光発電設備以外の再生可能エネルギー設備の導入も進めてまいります。 

 

 当社グループは新規事業を含め、積極的にエネルギー事業を推進することにより、平成 28 年 3 月

期と同等の営業利益の計上を計画しております。経常利益、当期純利益につきましては、対前期比

で減少した計画としておりますが、これは平成 28 年 3 月期に計上いたしました営業外収益が前期に

のみ寄与するものであるためであります。経常利益、当期純利益につきましてもエネルギー事業の
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推進により、引き続き黒字化を計画しております。 

 以上の結果、平成 29 年 3 月期の連結業績予想は、売上高 2,200 百万円、営業利益 50 百万円、経

常利益 35 百万円、当期純利益 25 百万円を見込んでおります。 

 

（注）業績予想に関しましては現時点で入手可能な情報に基づき当社にて判断したものであり、リス

クや不確定要素が含まれております。そのため、様々な要因の変化により、実際の成果や業績等は

記載の予測とは異なる可能性があります。 

  
（２）財政状態に関する分析 

①資産、負債及び純資産の状況 

当連結会計年度末における総資産は前連結会計年度末より 651 百万円減少し、1,117 百万円となり

ました。これは主に原材料の減少 322 百万円、未成事業支出金の減少 152 百万円、現金及び預金の

減少 206 百万円等によるものであります。 

当連結会計年度末における負債は前連結会計年度末より 821 百万円減少し、1,116 百万円となりま

した。これは主に未払金が 136 百万円増加したものの、仮受金の 366 百万円減少、買掛金の減少 309

百万円、前受金の減少 195 百万円等によるものであります。 

当連結会計年度末における純資産は前連結会計年度末より 171 百万円減少し、1 百万円となりまし

た。これは主に当期純損失 165 百万円を計上したことによるものであります。 

 

②キャッシュ・フローの状況 

当連結会計年度における現金及び現金同等物（以下、「資金」という）は、前連結会計年度より

206 百万円減少し、248 百万円となりました。 

 

（営業活動によるキャッシュ・フロー） 

営業活動の結果減少した資金は、230 百万円となりました。これはたな卸資産の減少 474 百万

円等による増加があったものの、その他の負債の減少 340 百万円、前受金の減少 195 百万円、仕

入債務の減少 186 百万円等による減少によるものであります。 

 

（投資活動によるキャッシュ・フロー） 

投資活動の結果増加した資金は、53 百万円となりました。これは主に有形固定資産の売却によ

る収入 33 百万円、貸付金の回収による収入 21 百万円等によるものであります。 

 

（財務活動によるキャッシュ・フロー） 

財務活動の結果減少した資金は、30 百万円となりました。これは短期借入金の返済による支出

30 百万円によるものであります。 

  
（３）利益配分に関する基本方針及び当期・次期の配当 

当社は、株主をはじめとするステークホルダーに対する利益還元を経営の重要な課題のひとつとし

て位置づけております。主たる利益還元策のひとつである配当につきましては、経営基盤の強化を

図るため、内部留保を勘案しつつ会社業績の動向に応じて株主への利益還元に取り組んでいくとと

もに、配当性向等の指標を参考としつつ実施していく方針であります。 

なお、当期につきましては、前述の通り当期純利益を計上する結果となりましたが、少額であるた

め、誠に遺憾ながら配当を無配とさせて頂く結果となっております。 

また、次期につきましては、当期純利益の計上を予想しておりますが、少額に留まる見込みのた

め、現時点におきましては、引き続き無配を予定させて頂いております。 
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（４）事業等のリスク 

以下において、当社グループの事業展開上のリスク要因となる可能性があると考えられる主な事

項を記載しております。また、必ずしもそのようなリスク要因に該当しない事項につきましても、投

資家の投資判断上、重要であると考えられる事項については、投資家に対する積極的な情報開示の観

点から開示しております。なお、当社グループはこれらのリスク発生の可能性を認識した上で、その

発生の回避及び発生した場合の対応に努める方針ですが、投資判断は以下の特別記載事項及び本項以

外の記載事項を慎重に検討した上で行なわれる必要があります。また、以下の記載は投資に関するす

べてを網羅しているものではありませんのでご留意ください。 

 

 

①固定価格買取制度にかかる買取価格の変動について 

再生可能エネルギー事業において平成 24 年 7 月 1 日より施行された固定価格買取制度は再生可

能エネルギー源を用いて発電された電気を、電気事業者等が一定期間固定価格で買い取ることを

義務付ける制度であり、政府が定める固定価格買取制度における買取価格の変動が売電価格に直

接反映されるため、当社顧客が再生可能エネルギー源による発電設備の導入を検討する際の当社

の販売（工事請負）価格、または当社が直接発電設備を所有し売電する際の売上に重大な影響を

及ぼす可能性があります。また、万一、当該制度の変更、廃止が発生した場合、当社が直接発電

設備を所有し、売電する売電事業の売上に重大な影響を及ぼす可能性があります。 

 

②法的規制について 

当社グループが施工業務を行うにあたり、建設業を営む者の資質の向上、建設工事の請負契約の

適正化等を図ることによる適正な施工品質の維持や発注者の保護等を定めた建設業法の規制を受け

ております。建設業法第３条第１項の規定により建設工事の種類ごとの許可制となっている為、当

社グループは以下に記載する特定建設業許可を取得しております。 

当社グループの主要な事業活動の継続には下記許可が必要ですが、現時点において、当社は建設

業法第８条、第 28 条及び第 29 条に定められる免許の取消（当社の役員が禁固以上の刑に処せられ、

あるいは障害、脅迫、背任等の罪により罰金の刑に処されたとき等）、営業停止（請負契約に関し

不誠実な行為をしたとき等）または更新欠格（免許の取消事由に該当する場合及び許可の有効期限

までに更新を行わなかった場合等）事由に該当する事実はないと認識しております。しかしながら、

将来、許可の取消し等の事由が生じた場合、当社グループの事業遂行に支障をきたし、当社の業績

に重大な影響を及ぼす可能性があります。 

今後、当社グループは施工業務に係る経営資源を当社の 100%子会社ドライ・イー株式会社に集

約し、事業を推進して参ります。このため、ドライ・イー株式会社で新たに電気工事業、管工事業、

土木工事業に係る建設業許可を取得しております。 

 

許可を受け

る事業会社 

取得年月 許認可等

の名称 
所管官庁等 許認可等の内容 有効期限 

ﾄﾞﾗｲ･ｲｰ㈱ 平成 24 年 7月 
特 定 

建設業 

東京都知事 

(国土交通省) 

建設業の種類 

 機械器具設置工事業 

許可番号 

(特ｰ 24)第 138760 号 

平成 24 年 7月 30 日から 

平成 29 年 7月 29 日まで 

以後 5年ごとに更新 

ﾄﾞﾗｲ･ｲｰ㈱ 平成 27 年 3月 
特 定 

建設業 

東京都知事 

(国土交通省) 

建設業の種類 

 電気工事業、管工事

業、土木工事業 

許可番号 

(特ｰ 26)第 138760 号 

平成 27 年 3月 20 日から 

平成 32 年 3月 19 日まで 

以後 5年ごとに更新 

 

③経営成績の変動について 

現状、当社グループの主要な事業は施工によるものであり、再生可能エネルギー事業の案件は大

規模かつ施工期間の長いものが多いことから、行政の許認可や、施工開始後の天候状況、工事中の

障害発生等の要因により、工期遅延やキャンセル等が発生する可能性があります。これらの状況の

発生により当社の業績が大きく変動する可能性があります。 

 

④小規模組織であることについて 

当社は平成 28 年 3 月 31 日現在、取締役４名、監査役１名、社外監査役２名、従業員 21 名の小
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規模組織であり、内部管理体制も現在の組織規模に応じたものとなっております。当社は、今後の

事業の拡大に伴い人員の増強、内部管理体制の一層の充実に努める方針でありますが、当社が必要

な人員が確保できない場合や内部管理体制の充実に適切かつ充分な対応ができない場合、当社の業

務遂行及び事業拡大に影響を及ぼす可能性があります。また、一方で事業の拡大に向けて組織体制

を拡充することは、固定費の増加につながり、当社の業績に影響を及ぼす可能性があります。 

 

⑤人材の確保について 

当社では、事業を展開していくうえで人材がもっとも重要な経営資源であると考えており、優秀

な人材を確保し育成していくことを重視しています。採用した人材が知識と経験を身に付け、これ

ら事業における総合的な提案を実践できるには、教育期間が必要であります。当社としては今後の

事業の拡大のため優秀な人材を確保していく方針でありますが、採用した人材が業務遂行において

充分に貢献するまでには時間を要することが考えられ、また、当社が求める人材が確保できない場

合、または、当社から人材が流出するような場合には、当社の業務遂行に影響を及ぼす可能性があ

ります。 

 

⑥配当政策について 

上場を実現するまで当社は、事業の拡大並びに経営基盤の強化に向けて内部留保を充実させてき

たため、平成 11 年 9 月期においてのみ配当（15 周年記念配当を含む）を行なっておりますが、基

本方針として利益配当を実施しておりませんでした。上場後については、一層の経営基盤の強化を

図るため内部留保を勘案しつつ、会社業績の動向に応じて株主への利益還元に取り組んでいく方針

であります。配当については、配当性向等の指標を参考としつつ実施していく方針であります。内

部留保資金につきましては、今後の事業投資並びに経営基盤の強化に活用していく所存であります。 

 

⑦調達資金の使途 

平成 26 年 5 月 28 日に行使結果が確定し、発表しましたライツ・オファリング（ノンコミットメ

ント型／上場型新株予約権の無償割当て）による調達資金 514 百万円については、バイオガス・プ

ラントを自社運営して行うＩＰＰ事業の静岡案件に充当し、基礎設計費用、紹介手数料等に充当し

たものの、平成 27 年 4 月 10 日、当該案件の事業会社と当社子会社ドライ・イー間で契約締結して

おりました基本合意契約を解除したことに伴い、調達資金の使途を変更せざるを得ない状況となり

ました。当該調達資金の残高 338 百万円については、平成 27 年 12 月 28 日に公表いたしました通

り、資金使途を変更し、太陽光発電所の建設・販売を行うための土地取得費用に充当しております。 
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２．企業集団の状況 

当社グループは、当社及び子会社２社（連結子会社 1 社及び非連結子会社 1 社）で構成されてお

ります。  
当社の主な事業の内容は省エネルギー事業の推進により、顧客企業にエネルギー・ソリューショ

ン・サービスの提供を行っております。  
連結子会社ドライ・イー株式会社は再生可能エネルギー設備導入における企画、設計、販売、施工

及びコンサルティング業務を行っております。 
非連結子会社 PT. SDS ENERGY INDONESIA は、PKS 事業を推進するため、前連結会計年度

に設立しておりますが、現在 PKS 事業の立ち上げ準備を行っているのみであり、事業活動を行って

いないため、非連結となっております。 
 
位置づけ及び事業系統図は次の通りとなっております。 

 

提携工場 協力業者（仕入先・省エネ施策・工事）

（当社）株式会社省電舎 （子会社）ドライ・イー株式会社

議決権比率１００％

一般顧客 温室効果ガス排出事業者（顧客企業）

省エネルギー

製商品の販売

省エネルギー設備の導入

省エネルギー製商品の販売

コンサルティング

再生可能エネルギー設備の導入

コンサルティング

トータル・エネルギー・ソリューション・サービスの提供

（省エネルギー・創エネルギー）

製品納入 商品・部材納入

請負業務の提供

商品・部材納入

請負業務の提供
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３．経営方針 
（１）会社の経営の基本方針 

当社グループは、省エネルギーコンサルティングで培った知見を活用し、再生可能エネルギー

事業を主事業として推進いたします。再生可能エネルギー分野において健全かつ持続的な成長を

目指し企業価値の最大化を図り、安定的な経営基盤を確立すると共に、再生可能エネルギー事業

を通して地球環境保全に寄与し、社会に貢献してまいります。 

 

 
（２）目標とする経営指標 

 当社は ROE（株主資本利益率）を重視して事業を推進いたします。 
 
 

（３）中長期的な会社の経営戦略 

当社グループは、「ワンストップ・エネルギーソリューション・カンパニー」として顧客企業

における「企業キャッシュ・フローへの貢献」と「環境への貢献」を実現するための省エネルギ

ーソリューションを提供してまいりました。平成 23 年 12 月に当社の 100%子会社ドライ・イー

を設立し再生可能エネルギー事業を開始いたしました。再生可能エネルギー市場の急拡大が想定

される中、当社グループは主事業を再生可能エネルギー事業へと移行し、持続的な成長を目指し

事業推進してまいります。 

中期的には省エネルギー関連事業において培って参りました EPC（設計・調達・施工）に関す

る知見を活用し、再生可能エネルギー事業における EPC 事業を推進しつつ、バイオマス燃料の輸

入販売事業の開始準備を進めております。事業中長期的には当社自身で発電設備を所有し、売電

することで、安定的な収益源を確保し、事業基盤の安定化を図ることも視野に入れてまいります。 

 
 

（４）会社の対処すべき課題 

平成 23 年 3 月の東日本大震災に端を発した電力需給の逼迫並びに電力価格の高騰により、我

が国における電力に対する認識が大きく変化いたしました。電力に対する意識変化や再生可能エ

ネルギーの活用が活発になる中、再生可能エネルギー分野においては平成 24 年 7 月に開始され

た固定価格買取制度により、近年の太陽光発電設備の急増に見られるように急激な拡大を続けて

おり、今後、太陽光だけでなくバイオマスや風力等、他の再生可能エネルギー源においてもこの

市場拡大は続くものと想定されております。 
こうした環境の中で、急拡大する再生可能エネルギー市場に対応するため、増加する案件に効

率的に対応すべく戦略的事業パートナーの強化並びに新たなパートナー企業との連携を図るとと

もに、人材確保と人材育成が当社の事業拡大する上で、重要な課題であると考えております。 
 

また、当社グループは、当連結会計年度において重要な営業損失 121 百万円、経常損失 108 百

万円及び当期純損失 165 百万円を計上しております。また、当連結会計年度の営業キャッシュ・

フローは△230 百万円となっております。 
これらの状況を解消すべく、当社グループは、以下の対応策に取り組んでおります。 
 

①営業利益及びキャッシュ・フローの確保 
・再生可能エネルギー事業 
（太陽光発電事業） 
当期につきましては、案件の精査が出来ておらず、利益率の低い案件を成約する結果となりま

した。現状、太陽光発電については固定買取制度における買取価格が下降傾向にあり、利益率確

保が困難でありますが、案件の精査及びこれまでの太陽光案件で培ってまいりました工事会社と

のネットワークを活用し、原価の低減を図り、利益率の向上を進めてまいります。 
また、上記の通り、固定価格買取制度における買取価格が下降傾向ではありますが、固定価格

買取制度の権利取得済み、未施工の案件は数多く存在しております。営業面につきましては、営

業の効率を高めるため、未施工の案件を数多く所有している事業者への営業を中心とし、一顧客

より複数案件の受注を獲得するような営業体制をとってまいります。 
（バイオガスプラント事業） 
当期に完工いたしました案件は、第 1 号案件であり、当初想定し得なかった追加工事の発生や、
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想定以上の為替変動等に起因して、損失を計上する結果となりました。工事発注先についてプラ

ント建設工事を細かく分断して発注した結果、工事業者相互の連携がとれず不効率となり、追加

工事が発生する結果となったことから、今後につきましてはこれらの反省点を踏まえ、工事発注

の際の工事業者を数社に絞り込むことで、想定外の追加工事の発生を防止する策をとり、利益確

保を進めてまいります。また申請が簡易であり、施工期間も大型のものより短期間で完工可能な

小型の案件や、ＩＰＰ事業向けの案件組成にも注力してまいります。 
・ＰＫＳ事業 

当事業は、安定的な利益を確保できる事業であると考えております。当事業の立ち上げのため、

当期はインドネシアに子会社を設立したところであります。新しい当社グループの収益源とする

ため、本事業を早急に軌道に乗せるよう、推進してまいります。 
・省エネルギー事業 

平成 27 年 2 月 4 日の当社取締役会決議により、省エネルギー事業より撤退しておりますが、

継続取引を頂いているお客様よりのご依頼がある場合において、引き続き売上を構築していると

ころです。売上高については大幅に減少することになりますが、当事業の収益性が低かった要因

の一つである成約率低さ、案件成約までの期間の長期化による経費の増大化が解消され、利益に

寄与することとなります。 
 

②案件精査、利益率確保のための体制 
案件の精査、見積の正確性を高めるため、営業担当、技術部門、工事管理部門参加のプロジェ

クト会議を立ち上げております。本プロジェクト会議は、月に 1 回の定例会議と大型案件が発生

した場合の臨時会議を行い、案件ごとの想定原価審査、工程の確認等により利益率確保に努めて

まいります。 
 

③諸経費の削減 
随時、販管費の見直しを実施し、販管費の削減を推進し、利益確保に努めてまいります。 
 

④資金調達 
財務体質改善のために、将来的な増資の可能性も考慮しつつ、借入金を含めた資金調達の協議

を複数社と進めております。 
 
 

４．会計基準の選択に関する基本的な考え方 

当社グループは、当面は日本基準に基づき連結財務諸表を作成する方針であります。なお国際財

務報告基準（ＩＦＲＳ）につきましては、国内外の諸情勢を考慮の上、必要に応じて適用を検討す

る方針であります。 

㈱省電舎HD(1711)（訂正・数値データ訂正）「平成28年3月期決算短信[日本基準]（連結）」の一部訂正について
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（５）連結財務諸表に関する注記事項 

 

（継続企業の前提に関する注記） 

当社グループは、当連結会計年度において重要な営業損失 121,410 千円、経常損失 108,219 千円及び

当期純損失 165,630 千円を計上しております。また、当連結会計年度の営業キャッシュ・フローは△

230,119 千円となっております。 

これにより、継続企業の前提に関する重要な疑義を生じさせるような状況が存在しております。 

当社グループは、当該事象又は状況を早期に解消又は改善するため、以下の対応策に取り組みます。 

  

①営業利益及びキャッシュ・フローの確保 

当連結会計年度に引き続き、各案件の精査を行い、継続的に原価の低減を図り、利益率の向上を進め

てまいります。また、バイオマス燃料事業(PKS 事業)を早期に立ち上げ、安定的な売上・利益を確保する

体制の構築を進めてまいります。 

  

②案件精査、利益率確保のための体制 

案件の精査、見積の正確性を高めるため、営業担当、技術部門、工事管理部門参加のプロジェクト会

議を立ち上げております。本プロジェクト会議は、月に１回の定例会議と大型案件が発生した場合の臨

時会議を行い、案件ごとの想定原価審査、工程の確認等により利益率確保に努めてまいります。 

  

③諸経費の削減 

随時、販管費の見直しを実施し、販管費の削減を推進し、利益確保に努めてまいります。 

  

④資金調達 

財務体質改善のために、将来的な増資の可能性も考慮しつつ、借入金を含めた資金調達の協議を進め

ております。 

  

しかしながら、これらの対応策を講じても、業績及び資金面での改善を図る上で重要な要素となる売

上高及び営業利益の確保は外部要因に大きく依存することになるため、現時点では継続企業の前提に関

する重要な不確実性が認められます。 

なお、当社グループの連結財務諸表は継続企業を前提として作成しており、継続企業の前提に関する

重要な不確実性の影響を連結財務諸表に反映しておりません。 

 
 
（連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項） 

１．連結の範囲に関する事項 
 (1)連結子会社の数  1 社 
  連結子会社の名称 
   ドライ・イー株式会社 
 
 (2)非連結子会社の数  1 社 
  非連結子会社の名称 
   PT. SDS ENERGY INDONESIA 

前連結会計年度に新たに設立した非連結会社１社は、当連結会計年度末時点において事業活動

を開始しておらず、また純資産、売上高、当期純損益及び利益剰余金等は、いずれも連結財務諸

表に重要な影響を及ぼしていませんので、連結の範囲から除外しております。 
 
２．持分法の適用に関する事項 
  持分法を適用していない上記非連結子会社１社は、当期純損益及び利益剰余金等からみて、連

結財務諸表に及ぼす影響が軽微であり、かつ全体としても重要性が乏しいため、持分法の適用か
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ら除外しております。 
 
３．連結子会社の事業年度等に関する事項 
  連結子会社の決算日は、11 月 30 日であり、連結決算日現在で本決算に準じた仮決算を行った

財務諸表を基礎としています。 
 
４．会計処理基準に関する事項 
 (1)重要な資産の評価基準及び評価方法 

    ①有価証券 
その他有価証券 

時価のあるもの 
決算日の市場価格等に基づく時価法（評価差額は全部純資産直入法により処理し、売却

原価は移動平均法により算定） 
時価のないもの 

移動平均法に基づく原価法 
②たな卸資産  
原材料は移動平均法に基づく原価法（貸借対照表価額については、収益性の低下に基づく簿

価切下げの方法）、未成事業支出金は個別法に基づく原価法（貸借対照表価額については、 
収益性の低下に基づく簿価切下げの方法）によっております。 
 

 (2)重要な減価償却資産の減価償却の方法 
     ① 有形固定資産（リース資産を除く） 

イ 節減量分与契約資産 
（機械及び装置） 

顧客との契約期間を耐用年数とする定額法 
ロ その他の資産は定率法 

建物 15年～50年 
機械及び装置 10年 
工具、器具及び備品 ５年～15年 

② 無形固定資産 
自社利用ソフトウエアについては社内における利用可能期間（５年）による定額法によって

おります。 
③ リース資産 

所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース資産 
リース期間を耐用年数とし、残存価格をゼロとして算定する方法によっております。 
 

(3)重要な引当金の計上基準 
     ①貸倒引当金 

売上債権及び貸付金等の貸倒損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率により、貸

倒懸念債権等特定の債権については個別に回収可能性を勘案し、回収不能見込額を計上して

おります。 
     ②メンテナンス費用引当金 

省エネルギー事業（エスコ事業）において、当社製品保証期間中に発生が予測されるメンテ

ナンス費用の支出に備えるため、その支出見込額のうち当連結会計年度末までに負担すべき

費用を計上しております。 
 

   (4)重要な収益及び費用の計上基準 
完成工事高及び完成工事原価の計上基準 

工事完成基準を適用しております。 
 

(5)連結キャッシュ・フロー計算書における資金の範囲 
キャッシュ・フロー計算書における資金（現金及び現金同等物）は、手許現金、随時引き出

し可能な預金及び容易に換金可能であり、かつ、価値の変動について僅少なリスクしか負わ

ない取得日から３ケ月以内に償還期限が到来する短期投資からなっております。 
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(6)その他連結財務諸表作成のための重要な事項 
 ①消費税等の会計処理 
  税抜方式によっております。 
 ②連結納税制度の適用 
  連結納税制度を適用しております。 
 

（表示方法の変更） 

（連結貸借対照表関係） 

前連結会計年度において、「流動資産」の「その他」に含めておりました「前渡金」は、金額的

重要性が増加したため、当連結会計年度より独立掲記することとしております。この表示方法の変

更を反映させるため、前連結会計年度の連結財務諸表の組替えを行っております。 
この結果、前連結会計年度の貸借対照表において、「流動資産」の「その他」として表示してお

りました 169,196 千円は、「前渡金」24,831 千円、「その他」144,364 千円として組み替えており

ます。 
（連結損益計算書関係） 

前連結会計年度において、独立掲記しておりました「営業外収益」の「為替差益」は、金額的重

要性が乏しくなったため、当連結会計年度より「その他」に含めて表示しております。この表示方

法の変更を反映させるため、前連結会計年度の連結財務諸表の組替えを行っております。 
この結果、前連結会計年度の貸借対照表において、「営業外収益」の「為替差益」として表示し

ておりました 1,882 千円は、「その他」として組み替えております。 
 
 (セグメント情報等) 

(セグメント情報) 
１ 報告セグメントの概要 

(1)報告セグメントの決定方法 
当社グループの報告セグメントは、当社グループの構成単位のうち分離された財務情報が入手

可能であり、取締役会が経営資源の配分の決定及び業績を評価するために、定期的に検討を行

う対象となっているものです。 
当社グループは事業別のセグメントから構成されており、省エネルギー関連事業及びその付帯

事業を推進する「省エネルギー関連事業」、及び再生可能エネルギー設備導入における企画、

設計、販売、施工及びコンサルティング事業を推進する「再生可能エネルギー事業」の二つを

報告セグメントとしております。 

(2)各セグメントに属する製品及びサービスの内容 

「省エネルギー関連事業」は、顧客企業の省エネルギー化計画の調査からプランの作成、設

計・施工、効果の検証までを一貫して行うエスコ事業を中心とし、各種省エネルギー化製商品

の販売等も行っております。 
「再生可能エネルギー事業」は、太陽光発電所、バイオガスプラント等再生可能エネルギー設

備導入における企画、設計、販売、施工及びコンサルティング事業を推進しております。 
 

 
２ 報告セグメントごとの売上高、利益又は損失、資産、負債その他の項目の金額の算定方法 

報告されている事業セグメントの会計処理の方法は、「連結財務諸表作成のための基本となる重

要な事項」における記載と概ね同一であります。 
報告セグメントの利益は営業利益ベースの数値であります。 
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３ 報告セグメントごとの売上高、利益又は損失、資産、負債その他の項目の金額に関する情報 

 
前連結会計年度（自 平成 26 年４月１日  至 平成 27 年３月 31 日） 

   (単位：千円) 

 報告セグメント 
調整額 

(注)１ 

連結財務諸表

計上額 
 省エネルギー

関連事業 

再生可能エネ

ルギー事業 
計 

売上高      

 外部顧客への 

売上高 
275,143 2,208,627 2,483,771 － 2,483,771 

セグメント間 

の内部売上高 

又は振替高 

－ － － － － 

計 275,143 2,208,627 2,483,771 － 2,483,771 

セグメント損失(Δ) Δ85,347 Δ240,753 Δ326,100 5,200 Δ320,900 

セグメント資産 63,822 1,590,849 1,654,671 285,926 1,940,598 

その他の項目      

 減価償却費 3,020 105 3,125 4,083 7,209 

有形固定資産及び無

形固定資産の増加額 

－ 33,920 33,920 6,213 40,133 

（注）１．調整額の内容は以下のとおりであります。 

(1)セグメント損失(△)の調整額には、セグメント間取引消去及び全社費用が含まれております。 

(2)セグメント資産の調整額には、債権の相殺消去、各セグメントに配分していない全社資産が含まれて

おります。 

２．セグメント損失(△)は連結損益計算書の営業損失と調整を行っております。 

  
当連結会計年度（自 平成 27 年４月１日  至 平成 28 年３月 31 日） 

   (単位：千円) 

 報告セグメント 
調整額 

(注)１ 

連結財務諸表

計上額 
 省エネルギ

ー関連事業 

再生可能エネ

ルギー事業 
計 

売上高      

 外部顧客への 

売上高 
421,542 1,447,070 1,868,613 － 1,868,613 

セグメント間 

の内部売上高 

又は振替高 

－ － － － － 

計 421,542 1,447,070 1,868,613 － 1,868,613 

セグメント利益又は 

セグメント損失（△） 

13,004 △144,515 △131,510 10,099 △121,410 

セグメント資産 114,772 788,032 902,805 214,713 1,117,518 
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その他の項目      

 減価償却費 3,256 304 3,561 － 3,561 

有形固定資産及び無形

固定資産の増加額 

586 500 1,086 － 1,086 

（注）１．調整額の内容は以下のとおりであります。 

(1)セグメント利益又はセグメント損失（△）の調整額には、セグメント間取引消去及び全社費用が含ま

れております。 

(2)セグメント資産の調整額は、債権の相殺消去、各セグメントに配分していない全社資産が含まれてお

ります。 

２．セグメント利益又はセグメント損失（△）は連結損益計算書の営業損失（△）と調整を行っております。 

 

(関連情報) 

前連結会計年度(自 平成 26 年４月１日 至 平成 27 年３月 31 日) 

１ サービスごとの情報 

セグメント情報の中に同様の情報を開示しているため、記載を省略しております。 

２ 地域ごとの情報 

(1) 売上高 

本邦における売上高が90％を超えているため、記載を省略しております。 

 (2) 有形固定資産 

本邦以外に所在している有形固定資産がないため、該当事項はありません。 

３ 主要な顧客ごとの情報 

(単位：千円) 

顧客の名称又は氏名 売上高 関連するセグメント名 

株式会社エナリス 1,107,260 再生可能エネルギー事業 

エナリスＤＥバイオガスプラント

株式会社 
788,193 再生可能エネルギー事業 

株式会社エールケンフォー 258,181 省エネルギー事業 
 

 

当連結会計年度(自 平成 27 年４月１日 至 平成 28 年３月 31 日) 

１ サービスごとの情報 

セグメント情報の中に同様の情報を開示しているため、記載を省略しております。 

２ 地域ごとの情報 

(1) 売上高 

本邦以外の外部顧客への売上高が無いため、該当事項はありません。 

 (2) 有形固定資産 

本邦以外に所在している有形固定資産がないため、該当事項はありません。 

３ 主要な顧客ごとの情報 

(単位：千円) 

顧客の名称又は氏名 売上高 関連するセグメント名 

株式会社ジャパンインベストメン

トアドバイザー 

691,999 再生可能エネルギー事業 

株式会社エナリス 269,219 再生可能エネルギー事業 
 

 

(報告セグメントごとの固定資産の減損損失に関する情報) 
 

前連結会計年度(自 平成 26 年４月１日 至 平成 27 年３月 31 日) 

（単位：千円） 
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報告セグメント  

 

全社 

 

 

合計 

 

省エネルギー 

関連事業 

 

再生可能 

エネルギー事業 

 

計 

減損損失 ― ― ― 17,938 17,938 

 

 

 

当連結会計年度(自 平成 27 年４月１日 至 平成 28 年３月 31 日) 

該当事項はありません。 

 

 

(報告セグメントごとののれんの償却額及び未償却残高に関する情報) 
 

前連結会計年度(自 平成 26 年４月１日 至 平成 27 年３月 31 日) 

該当事項はありません。 

 

当連結会計年度(自 平成 27 年４月１日 至 平成 28 年３月 31 日) 

該当事項はありません。 

 

 

 (報告セグメントごとの負ののれん発生益に関する情報) 
 

前連結会計年度(自 平成 26 年４月１日 至 平成 27 年３月 31 日) 

該当事項はありません。 

 

当連結会計年度(自 平成 27 年４月１日 至 平成 28 年３月 31 日) 

該当事項はありません。 

 

(関連当事者情報) 
 

前連結会計年度(自 平成 26 年４月１日 至 平成 27 年３月 31 日) 

該当事項はありません。 

 

当連結会計年度(自 平成 27 年４月１日 至 平成 28 年３月 31 日) 

該当事項はありません。 
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(１株当たり情報) 

 
 

 

前連結会計年度 
(平成 26 年４月１日から 

 平成 27 年３月 31 日まで) 

当連結会計年度 
(平成 27 年４月１日から 

 平成 28 年３月 31 日まで) 

１株当たり純資産

額 
 90 円 53 銭 66 銭 

１株当たり当期純

損失金額 
 308 円 37 銭 89 円 91 銭 

潜在株式調整後１

株当たり当期純利

益金額 

 潜在株式調整後１株当たり当期
純利益金額につきましては、1
株当たり当期純損失のため記載
しておりません。 

潜在株式が存在しないため記載
しておりません。 

 

(注２)  １株当たり当期純損失金額の算定上の基礎は、以下のとおりであります。 

 
前連結会計年度 

(平成 26 年４月１日から 
平成 27 年３月 31 日まで) 

当連結会計年度 
(平成 27 年４月１日から 
平成 28 年３月 31 日まで) 

１株当たり当期純損失金額   

親会社株主に帰属する当期純損失(千円) 550,553 165,630 

普通株主に帰属しない金額（千円） ― ― 

普通株式に係る親会社株主に帰属する当
期純損失(千円) 550,553 165,630 

普通株式の期中平均株式数(株) 1,785,357 1,842,272 
希薄化効果を有しないため、潜在株式調

整後１株当たり当期純利益の算定に含め

なかった潜在株式の概要 

潜在株式調整後１株当たり当
期純利益金額につきまして
は、1 株当たり当期純損失の
ため記載しておりません。 

― 

 

 
（重要な後発事象） 

該当事項はありません。 
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